
首都高速道路株式会社 

第１３回定時株主総会目的事項 

（報告事項）

第１３期（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 

事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件 
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会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

資料２ 

（決議事項） 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

資料２



計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本



監査役会の監査報告書謄本 

監 査 報 告 書 

当監査役会は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第１３期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準及び平成２９事業年度監査役監

査計画に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び局において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社

については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業

務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項

及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部

統制システムに係る監査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行

われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）

を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並



びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表）について検討いたしました。

２ 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

  ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

  ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実は認められません。

  ③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

（３）連結計算書類の監査結果

 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 平成３０年６月１１日

     首都高速道路株式会社 監査役会

        常勤監査役（社外監査役）   大 橋   亘     

        監査役（社外監査役）     根 本   博     

        監査役（社外監査役）     浜 田 道 代     

監査役（社外監査役）     巴   政 雄     



第 1号議案 剰余金の処分の件 

 剰余金処分につきましては、当期の高速道路事業の損失（厚生年金

基金の代行返上に伴う特別利益の高速道路事業分を除く）について

は、別途積立金の一部（1,213 百万円）を取り崩させていただきたい

と存じます。 

高速道路事業における将来の経済情勢の変動等による想定外の

収入の減少や管理の増大に備えて、当社の自己資本充実に努めたい

と存じます。よって、当期末の剰余金の配当につきましては無配当

とさせていただきたくお願い申し上げます。 

また、安全対策やサービス高度化の事業に活用することを目的と

して「安全対策・サービス高度化積立金」を設けることとし、厚生

年金基金の代行返上に伴う特別利益の高速道路事業分（14,281 百

万円）を充当することとさせていただきたいと存じます。 

             記 

剰余金の処分に関する事項 

 （１）減少する剰余金の項目及びその額 

別途積立金         １，２１３，３３７，８９３円 

繰越利益剰余金       １３，０６７，９０８，９３１円 

 （２）増加する剰余金の項目及びその額 

安全対策・サービス高度化積立金 １４，２８１，２４６，８２４円 

（注）安全対策・サービス高度化積立金の取崩しを行う場合は、取締役会の決議により

ます。 

以  上 

資料３－１ 



第２号議案 定款一部変更の件 

１ 変更の理由 

平成３０年６月１日に公布された「海外社会資本事業への我が
国事業者の参入の促進に関する法律」（平成３０年法律第４０号）
により、この法律に基づく海外事業が追加されたことに伴い、現
行定款第２条の規定の一部を変更するものであります。 

２ 変更の内容 

 変更の内容は、以下のとおりであります。 

（下線は変更箇所を示します。） 

現行定款 変更案

（目的）
第２条 略

２ 本会社は、前項の事業を営むほか、
同項第１号から第３号までの事業に
支障のない範囲内で、次の事業を営
む。

（１）－（２０） 略

（目的）
第２条 略
２ 本会社は、海外社会資本事業への
我が国事業者の参入の促進に関する
法律に基づき、同法の目的を達成す
るため、同法第３条第１項の基本方
針に従って、道路の整備又は維持管
理であって海外において行われるも
のに関する調査、測量、設計、試験
及び研究の事業を営む。

３ 本会社は、前２項の事業を営むほ
か、第１項第１号から第３号までの
事業に支障のない範囲内で、次の事
業を営む

（１）－（２０） 略

上記の変更は、海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進
に関する法律の施行日をもってその効力を生じるものとする。 

資料３－２



第３号議案 取締役選任の件 

取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了とな
りますので、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者
番 号

氏  名 
（生年月日） 

略歴、地位及び担当並びに他の法人等の代表状況 
所有する
当社の株
式の数 

１ 
佐々木
さ さ き

 眞
しん

 一
いち

（昭和21年12月18日生） 

昭和 45 年 4 月 

平成 13 年 6 月 

平成 15 年 6 月 

平成 17 年 6 月 

平成 21 年 6 月 

平成 25 年 6 月 

平成 28 年 6 月 

平成 28 年 7 月 

トヨタ自動車工業株式会社入社 

トヨタ自動車株式会社取締役 

同 常務役員 

同 専務取締役 

同 取締役副社長 

同 相談役・技監 

首都高速道路株式会社取締役会長 現在

に至る 

トヨタ自動車株式会社顧問・技監 現在に

至る 

― 

２ 
宮
みや

 田
た

 年
とし

 耕
たか

（昭和24年10月27日生） 

昭和 50 年 4 月 

平成 17 年 4 月 

平成 18 年 7 月 

平成 20 年 7 月 

平成 22 年 10 月 

平成 23 年 7 月 

平成 24 年 9 月 

平成 25 年 10 月 

平成 28 年 6 月

建設省採用 

国土交通省九州地方整備局長 

同 道路局長 

同 退職 

首都高速道路株式会社顧問 

同 常務執行役員 

同 取締役常務執行役員 

同 代表取締役専務執行役員 

同 代表取締役社長 現在に至る 

― 

３ 

藤
ふじ

 井
い

 寛
ひろ

 行
ゆき

（昭和 29 年 9 月 25 日生） 

昭和 54 年 5 月 

平成 21 年 7 月 

平成 22 年 7 月 

平成 23 年 7 月 

平成 25 年 7 月 

平成 26 年 7 月 

平成 26 年 8 月 

平成 27 年 6 月 

平成 28 年 6 月 

東京都採用 

同 建設局道路建設部長 

同 都市整備局都市基盤部長 

同 都市整備局理事  

同 技監 

同 退職 

東京都職員信用組合理事長 

首都高速道路株式会社取締役常務執行役員 

同 代表取締役専務執行役員 現在に至

る 

オリンピック・パラリンピック対応総括、

計画・環境部、大規模更新担当 

― 

資料３－３ 



候補者
番 号

氏  名 
（生年月日） 

略歴、地位及び担当並びに他の法人等の代表状況 
所有する
当社の株
式の数 

４ 
大
おお

 島
しま

 健
けん

 志
じ

（昭和 31 年 3 月 24 日生） 

昭和 54 年 4 月 

平成 17 年 10 月 

平成 20 年 7 月 

平成 22 年 7 月 

平成 24 年 8 月 

平成 25 年 7 月 

平成 27 年 6 月 

平成 29 年 6 月 

首都高速道路公団採用 

首都高速道路株式会社計画・環境部事業計

画グループ総括マネージャー 

同 東東京管理局担当部長 

同 経営企画部担当部長 

同 計画・環境部長 

同 神奈川建設局長 

同 執行役員 

同 常務執行役員 現在に至る 

保全・交通部、プロジェクト部（プロジェ

クト企画関係）、技術コンサルティング部

担当 

― 

５ 
金
かな

 井
い

 甲
はじめ

（昭和 39 年 11 月 3 日生）

昭和 63 年 4 月 

平成 23 年 7 月 

平成 26 年 4 月 

平成 27 年 6 月 

平成 28 年 7 月 

建設省採用 

国土交通省総合政策局参事官（社会資本整

備担当） 

同 総合政策局環境政策課長 

同 住宅局住宅企画官 

復興庁統括官付参事官 現在に至る 

― 

６ 
谷
たに

 本
もと

 裕
ゆたか

（昭和33年12月10日生） 

昭和 56 年 4 月 

平成 17 年 10 月 

平成 18 年 7 月 

平成 21 年 10 月 

平成 24 年 7 月 

平成 29 年 6 月 

首都高速道路公団採用  

首都高速道路株式会社関連事業部新事業

開発グループ総括マネージャー  

同 関連事業部担当部長 

同 営業部担当部長 

同 営業部長 

同 神奈川管理局長 現在に至る 

― 

注１：取締役候補者と当社との間に、特別な利害関係はありません。 

注２：佐々木眞一氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役の候補者であります。 

注３：佐々木眞一氏は、トヨタ自動車株式会社の会社経営・技術分野等での豊富な業務経

験と見識を活かし、社外取締役としての職務を遂行していただけるものと判断してお

ります。 



第４号議案 監査役選任の件 

監査役全員（４名）が本総会終結の時をもって任期満了となる

ことから、監査役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏  名 

（生年月日） 
略歴、地位及び担当並びに他の法人等の代表状況 

所有す

る当社

の株式

の数 

上野
う え の

 正史
た だ し

（昭和 39年 11 月 6日生） 

平成 元年 4月 

平成 17年 8月 

平成 20年 8月 

平成 21年 7月 

平成 23年 3月 

平成 25年 8月 

平成 26年 8月 

平成 27年 7月 

平成 29年 9月 

警察庁採用 

警視庁生活安全部生活安全総務課長 

警察庁生活安全局生活安全企画課犯罪抑止対策室長 

広島県警察本部警務部長兼広島市警察部長 

警察庁刑事局刑事企画課刑事指導室長 

警察庁刑事局犯罪鑑識官 

警察庁生活安全局生活経済対策管理官 

高知県警察本部長 

警察大学校警務教養部長兼術科教養部長兼警

察政策研究センター付 現在に至る 

－ 

浜田
は ま だ

 道代
み ち よ

（昭和22年11月25日生）

昭和 47年 4月 

昭和 49年 4月 

昭和 60年 4月 

平成 11年 4月 

平成 20年 4月 

平成 21年 4月 

平成 26年 6月 

名古屋大学 法学部助手 

同 法学部助教授 

同 法学部教授 

同 大学院法学研究科教授 

同 法科大学院長 

同 名誉教授 現在に至る 

公正取引委員会委員 

首都高速道路株式会社監査役 現在に至る 

－ 

巴
ともえ

 政雄
ま さ お

（昭和28年11月23日生）

昭和 51年 4月 

平成 15年 4月 

平成 17年 4月 

平成 18年 6月 

平成 19年 6月 

平成 23年 4月 

平成 26年 4月 

平成 26年 6月 

平成 27年 6月 

平成 29年 4月 

（他の法人等の

代表状況） 

東京急行電鉄株式会社 入社 

同 財務戦略推進本部財務部統括部長 

同 執行役員、財務戦略室副室長兼財務部統括部長 

同 財務戦略室長 

同 取締役 

同 常務取締役 

同 専務取締役 

首都高速道路株式会社監査役 現在に至る 

東京急行電鉄株式会社取締役専務執行役員 

同 代表取締役副社長執行役員 現在に至る 

株式会社ファイブハンドレッドクラブ代表取

締役社長 

－ 

資料３－４



氏  名 

（生年月日） 
略歴、地位及び担当並びに他の法人等の代表状況 

所有す

る当社

の株式

の数 

高田
た か た

 俊之
としゆき

（昭和 32年 7月 6日生） 

昭和 55年 4月 

平成 16年 6月 

平成 18年 4月 

平成 19年 6月 

平成 20年 1月 

平成 21年 4月 

平成 22年 4月 

平成 23年 4月 

平成 24年 6月 

平成 26年 6月 

日本火災海上保険株式会社入社 

日本興亜損害保険株式会社自動車保険部長 

同 経営企画部長 

同 保険金支払管理部長 

同 経営企画部長 

同 経営企画部長兼経営企画部統合準備室長 

ＮＫＳＪホールディングス株式会社（現 Ｓ

ＯＭＰＯホールディングス株式会社）執行役

員経営企画部長 

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント

株式会社取締役 

ＮＫＳＪホールディングス株式会社取締役常

務執行役員 

同 監査役 現在に至る 

－ 

注１：監査役候補者と当社との間に、特別な利害関係はありません。

注２：上野正史氏、浜田道代氏、巴政雄氏及び高田俊之氏は、会社法第３３５条第３項に

定める社外監査役の候補者であります。

注３：上野正史氏には、豊富な業務経験と見識を活かし、会社全体の業務の適正性を確保

するという観点からの監査を期待しております。なお、同氏は民間企業の経営に関与

されたことはありませんが、上述の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂

行していただけるものと判断しております。

注４：浜田道代氏には、商法に関する深い専門知識及び公正取引委員会委員等の豊富な業

務経験と見識を活かした監査を期待しております。なお、同氏は民間企業の経営に関

与されたことはありませんが、上述の理由により、社外監査役としての職務を適切に

遂行していただけるものと判断しております。

注５：巴政雄氏には、公共交通を担う鉄道会社等における財務分野をはじめとした豊富な

業務経験と見識を活かした監査を期待しております。

注６：高田俊之氏には、金融機関における豊富な業務経験と見識を活かした監査を期待し

ております。



第５号議案 退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈

呈の件 

本総会終結の時をもって退任する取締役安藤憲一氏、大西英史氏

及び監査役根本博氏に対し、その在任中の労に報いるため、当社

の定める一定の基準に従い、妥当な範囲内で退職慰労金を贈呈し

たいと存じます。 

 なお、その金額、時期、方法等の決定は、取締役については取

締役会、監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じ

ます。 

退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。 

氏  名 
（生年月日） 

略     歴 

安藤
あんどう

 憲一
けんいち

（昭和 26年 1月 25 日生）

平成 28年６月 首都高速道路株式会社代表取締役専務執行役員

現在に至る

大西
おおにし

 英
ひで

史
ふみ

（昭和 30年 1月 5日生）

平成 25年６月 首都高速道路株式会社取締役執行役員

現在に至る

根本
ね も と

 博
ひろし

（昭和 27年 4月 22 日生）

平成 25年 6月 首都高速道路株式会社監査役（非常勤）

現在に至る

資料３－５ 


